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Ⅰ．はじめに
2011年３月11日に発生した東日本大震

災で、東北地方を中心に多大な被害が及ん
だ。文部科学省の地震調査研究推進本部の発
表1）によると、今後は首都直下型地震、東
海・東南海・南海地震など大規模地震の発生
が予測されており、過去の阪神・淡路大震災
に匹敵するほどの大規模地震が、いつ、どこ
で起きてもおかしくない状況にある。

文部科学省が東日本大震災の被災３県の学

要旨
東日本大震災を受け、文部科学省は学校防災マニュアル作成の手引きを作成し、各学校に地域
特性や児童・生徒等の実態に応じた防災マニュアル・防災対策の充実を図るよう求めている。
しかし、盲学校の大規模地震対策の実態や、東日本大震災を受けての防災対策・防災マニュア
ルの見直し内容については明らかになっていない。
本研究の目的は、全国の視覚特別支援学校（盲学校）理療科に大規模地震対策に関する質問紙
調査を行い、東日本大震災で震度５以上を観測した都道府県を所在地とする学校と震度４以下
を観測した学校とに分け検討し、東日本大震災後の防災対策の現状と課題を明らかにすること
である。その結果、 東日本大震災の前後において、 ほとんどの学校で避難訓練の回数や防災
教育の時間数に変化はみられないが、 津波や原子力災害などの地域特性に基づいた避難訓練が
取り入れられていることがわかった。また、臨床中を想定した避難訓練や臨床室独自のマニュ
アル作成がなされていないことがわかった。しかし、震度５以上を観測した地域では、地震発
生時の患者の指導や中止の判断などの対応が行われている学校が多いことがわかった。

キーワード 視覚特別支援学校（盲学校）、東日本大震災、視覚障害者、防災対策、鍼灸マッ
サージ

校を対象に行った、東日本大震災における学
校等の対応についての調査研究報告2）中で、
児童・生徒の避難行動のあり方や発災後の帰
宅困難児童・生徒の対応、関係機関との連
絡、震災時の学校における対応を、大規模地
震対策・防災教育の新たな課題として挙げて
いる。

災害時の児童・生徒の安心・安全を確保す
るため、文部科学省は学校防災マニュアル作
成の手引きを作成し3）、各学校においてこの
手引きに基づき、地域特性や児童・生徒等の
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実態に応じた防災マニュアル・防災対策の充
実を図るよう求めている。

しかし、杉谷らが全国都道府県・政令指定
都市教育委員会を対象に行った質問紙調査4）

では、通常の学校・幼稚園の防災教育・訓練
マニュアルに障害のある幼児・児童・生徒に
ついて記述している教育委員会は全体の約
25％にとどまっていることが明らかになっ
ている。この調査の中で、防災マニュアル作
成状況の地域差は大きく、これまで災害の少
なかった地方自治体においては作成状況の不
備が見られると報告されている。

視覚特別支援学校（以下、盲学校）での大
規模地震対策について調査された報告はな
く、盲学校における大規模地震対策の実態
や、東日本大震災を受けての防災対策・防災
マニュアルの見直し内容について明らかにな
っていない。

盲学校の中でも理療科は、患者を受け入れ
る臨床室を有し、大規模地震発生時には生
徒・教職員だけでなく患者への対応も求めら
れる。加えて、生徒・教員共に視覚障害者が
多く、地震が臨床時に発生した場合の想定や、
多様な視覚障害に配慮した避難訓練や防災教
育などの防災対策が必要となるため、理療科
教員は防災に対する専門的知識を持ち、災害
時に迅速に対応できることが求められる。

本研究の目的は、今後の盲学校理療科の大
規模地震対策を検討する上での基礎資料とす
るため、質問紙調査を行い全国の盲学校理療
科の大規模地震対策の現状を調査し、課題を
明らかにすることである。

Ⅱ．対象と方法
１．対象

全国の理療科を持つ国公立特別支援学校・
盲学校57校へ調査依頼をし、学校長の同意
を得た52校へ調査用紙を送付した。その内、
回答を得た45校（回収率86.5％）を調査対
象とした。

２．調査期間
2012年６月11日～2012年７月23日

３．調査方法
郵送による質問紙調査

４．調査内容
１）基本事項
２）避難訓練の実態
３）臨床室における地震対応
４）その他の災害対策

５．集計および解析方法
各設問に対し単純集計を行った。また、基

本事項を基に、45校中、東日本大震災で震
度５以上を観測した都道府県を所在地とする
学校21校（以下、Ａ群）と震度４以下を観
測した都道府県を所在地とする学校24校

（以下、Ｂ群）とに分け集計を行った。この
うち、単一回答を求める設問については、Ａ
群とＢ群との間の相関関係を確認した。検定
にはフィッシャーの正確確率検定を用い、有
意水準は５％未満とした。また、単一回答及
び複数回答を求める設問について、回収した
45校に対する割合を算出した。

Ⅲ．結果
１．基本事項

所在地は、北海道・東北地方６校、関東・
甲信越地方13校、中部・東海地方７校、関
西地方５校、中国・四国地方６校、九州・沖
縄地方８校であった。

過去20年以内に震度５以上の地震を「経
験している」と回答した学校が25校あり、
そのうち、2011年3月11日の東日本大震災
を経験した学校が13校と最も多かった。

周辺で起こりうる地域特有の二次災害で
は、「津波」が17校と最も多かった（表１）。
２．避難訓練の実態

東日本大震災を受けて、避難訓練の回数に
変 化 は あ っ た か と い う 質 問 で は 、42校

（93.3％）が「変わらない」と回答した（表
２）。「増えた」と回答した３校のうち２校の
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増加回数は１回であった。避難訓練の回数の
変化について、Ａ群とＢ群との間の回答数に
有意な差は認められなかった。

練」、「白杖を持っての避難訓練」、「原子力防
災訓練」などの回答があった。

事前に設定している避難方法については、
「教員による誘導」が42校（93.3％）と最
も多く、次いで「視力を考慮した生徒同士の
ペアでの避難」が33校（73.3％）と多かっ
た（表５）。

合計 A群 B群
津波 17 8 9
土砂災害 15 5 10
周辺ビルの倒壊 17 8 9
原子力災害 12 7 5
液状化 10 5 5
その他 4 2 2
特にない 9 6 3
無回答 1 0 1
無効 1 0 1

表１　周辺で起こりうる地域特有の二次災害
にはどのようなものがありますか。

（複数回答可） ｎ＝45 単位：校

合計 A群 B群
増えた 3 1 2
変わらない 42 20 22
減った 0 0 0

表２　東日本大震災を受けて、避難訓練の回
数に変化はありましたか。

ｎ＝45 単位：校

合計 A群 B群
実施日時を予告しない訓練 28 14 14
登下校時の訓練 3 1 2
津波を想定した訓練 0 0 0
理療の臨床時を想定した訓練 11 7 4
緊急地震速報を活用した訓練 6 3 3
特にない 13 5 8
無回答 1 0 1

表３　東日本大震災以前に以下のような内容
で訓練をしていましたか。（複数回答
可） ｎ＝45 単位：校

合計 A群 B群
実施日時を予告しない訓練 3 1 2
登下校時の訓練 0 0 0
津波を想定した訓練 8 1 7
理療の臨床時を想定した訓練 2 1 1
緊急地震速報を活用した訓練 5 3 2
特に変わらない 25 10 15
無回答 7 6 1

表４　東日本大震災以後、避難訓練に新しく
取り入れた内容はありますか。（複数
回答可） ｎ＝45 単位：校

合計 A群 B群
視力を考慮した生徒同士のペア
での避難 33 16 17

視力のある生徒が複数を誘導す
る 14 4 10

教員による誘導 42 18 24
その他 1 0 1
設定していない 1 1 0

表５　避難方法を事前に設定していますか。
（複数回答可） ｎ＝45 単位：校

東日本大震災以前に実施していた訓練内容
については、「実施日時を予告しない訓練」
が28校（62.2％）と最も多かった。「津波
を想定した訓練」を実施していた学校はなか
った（表３）。

東日本大震災以後、訓練内容に新しく取り
入れた内容についての質問では、「特に変わ
らない」と回答した学校が25校（55.6％）
と最も多かった。新しく取り入れた内容で
は、「津波を想定した訓練」が８校と最も多
く、「理療の臨床時を想定した訓練」と回答
した学校が２校あった（表４）。

選択肢以外で取り入れた内容については、
「昼休みの訓練」、「ヘルメットを着用した訓
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緊急時に助けを呼ぶ方法について指導して
いるかという質問については、「大声で叫ぶ
ように指導している」と回答した学校が28
校（62.2％）と最も多かった。「特に指導し
ていない」と回答した学校は９校であった

（表６）。

（26.7％）を大きく上回った（表７）。地震
発生時の患者対応を指導している学校は、Ａ
群が有意に多かった（ｐ＜0.05）。

具体的に指導している事項には、揺れが収
まった後の抜鍼やベッド降下の指導、患者の
身体保護、患者の衣服着脱の補助、履物をベ
ットサイドに持って来てもらう、などの回答
があった。

地震発生時の治療中止の判断は誰が行うよ
うに設定しているかという質問では、「指導
教員」と回答した学校が30校（66.7％）と
最も多かった。「設定していない」と回答し
た学校は12校（26.7％）で、地震発生時に
治療中止の判断を行う人を設定していない学
校は、B群が有意に多かった（ｐ＜0.05）

（表８）。
地震発生時に患者を誘導する人を設定して

いるかという質問では、「設定していない」
と回答した学校が30校（66.7％）と多かっ
た。「設定している」と回答した学校は15校

（33.3％）で、地震発生時に患者を誘導する
人を設定している学校は、Ａ群が有意に多か
った（p＜0.01）（表９）。

合計 A群 B群
大声で叫ぶように指導している 28 15 13
笛や非常ブザーを持つように指
導している 4 0 4

施設内に非常ベルを設置し、使
用を指導している 14 4 10

携帯電話を活用するよう指導し
ている 12 6 6

その他 3 2 1
特に指導はしていない 10 4 6
無回答 2 1 1

表６　緊急時に助けを呼ぶ方法について指導
をしていますか。（複数回答可）

ｎ＝45 単位：校

合計 A群 B群
指導している 12 9 3
指導していない 33 12 21

表７　地震発生時の患者への対応について指
導はしていますか。ｎ＝45 単位：校

合計 A群 B群
治療室主任 1 1 0
指導教員 30 16 14
治療に当たっている生徒 0 0 0
その他 0 0 0
設定していない 12 2 10
無効 2 2 0

表８　地震発生時の治療中止の判断は誰が行
うように設定していますか。

ｎ＝45 単位：校

３．臨床室における地震対応
臨床中の地震を想定した避難訓練を実施し

ているかという質問では、「実施していな
い」と回答した学校が31校（68.9％）と最
も多かった。

Ａ群とＢ群で、臨床中を想定した避難訓練
の実施の有無について、回答数に有意な差は
認められなかった。

また、臨床室独自の地震対応マニュアルが
あるかという質問では、「ない」と回答した
学校が33校（73.3％）と最も多く、「ある」

「現在、作成中である」と回答した学校がそ
れぞれ６校あった。臨床室独自の地震対応マ
ニュアルの有無について、Ａ群とＢ群との間
の回答数に有意な差は認められなかった。

地震発生時の患者への対応について指導し
ているかという質問では、「指導していな
い」と回答した学校は33校（73.3％）で、

「指 導 し て い る 」と 回 答 し た 学 校12校



筑波大学理療科教員養成施設紀要　第 1 巻第 1 号（2015） 15

４．その他の災害対策
非常時用の備品として、懐中電灯やメガホ

ン、ヘルメットを備えている学校が多くあっ
た（表10）。選択肢以外の非常時用の備品と
して、食料や飲料水、毛布、テント、担架、
トイレ、薬品などの回答があった。

校外にいる生徒の安否確認手段について
は、「携帯電話の通話による確認」と回答し
た学校が34校（75.6％）、「携帯電話のメー
ルによる確認」が27校（60.0％）と携帯電
話を活用している学校が多かった（表11）。

学校防災マニュアルの必要性を感じている
かという質問では、「理療科共通のマニュア
ルは不要だが各盲学校独自のマニュアルが必
要」と回答した学校が22校（48.9％）と最
も多かった（表12）。

合計 A群 B群
設定している 15 12 3
設定していない 30 9 21

表９　地震発生時に患者を誘導する人をあら
かじめ設定していますか。

ｎ＝45 単位：校

合計 A群 B群
ヘルメット 24 17 7
懐中電灯 29 16 13
ホイッスル 22 12 10
メガホン 27 15 12
誘導ロープ 6 3 3
携帯ラジオ 14 11 3
その他 16 9 7

表10 非常時に以下の備品が備えられていま
すか。（複数回答可）

ｎ＝45 単位：校

合計 A群 B群
携帯電話の通話による確認 34 17 17
携帯電話のメールによる確認 27 15 12
災害用伝言ダイヤルを活用した
確認 14 10 4

学校のＨＰを活用した確認 1 1 0
その他 5 1 4
設定していない 6 1 5

表11 貴校では校外にいる生徒に対する安否
確認をどのような手段で行うよう設定
していますか。（複数回答可）

ｎ＝45 単位：校

合計 A群 B群
理療科共通のマニュアルが必要 4 2 2
理療科共通のマニュアルに基づ
く各盲学校独のマニュアルが必 14 4 10
要
理療科共通のマニュアルは不要
だが，各盲学校独自のマニュア 22 12 10
ルが必要
必要ない 1 1 0
無回答 1 0 1
無効 3 2 1

表12 学校防災マニュアルの必要性を感じて
いますか。 ｎ＝45 単位：校

Ⅳ.考察
１．避難訓練の実態

東日本大震災前後の避難訓練の回数につい
ては、多くの学校で震災後に回数が増えると
予想していたが、結果はほとんどの学校で変
化がみられなかった。この結果は、Ａ群でも
同様であった。消防法施行規則第３条第11
項では5）、「盲学校、聾学校、養護学校を含む
特定用途防火対象物については、避難訓練を
年２回以上すべき」と規定されているが、学
校保健安全法第29条２6）では、「校長が訓練
の実施など、危険等発生時に適切に対処する
ための必要な措置を講ずる」とあり、具体的
な回数の規定はされていない。Ａ群を含め、
ほとんどの学校で避難訓練の回数に変化がみ
られなかった理由については、避難訓練の回
数について具体的に規定されていないこと
や、東日本大震災以前から十分な避難訓練を
行っていた、あるいは避難訓練を行う時間が
とれないといった理由が考えられる。避難訓
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練の実態を正確に把握するためには、震災後
の回数の増減だけでなく、震災以前の避難訓
練の実施回数についても調査すべきであっ
た。

避難訓練の内容についても、震災前後でと
くに変わっていない学校が多かった。変化が
みられたのは、津波を想定した訓練で、震災
以前は、津波を想定した訓練を実施している
学校はなかったが、震災後、新たに取り入れ
た学校が８校みられた。このうち７校につい
ては、周辺で起こりうる二次災害に津波を挙
げていた17校のうちの７校であった。その
他の10校については、津波を想定した訓練
が実施されておらず、今後、検討の余地があ
るのではないかと推察される。また、「東日
本大震災以前に以下のような内容で訓練をし
ていましたか」、「東日本大震災以後、避難訓
練に新しく取り入れた内容はありますか」と
いう質問で臨床時を想定した訓練を実施して
いると回答した学校は合わせて13校で、全
体の約３割と少ないことが分かった。

2012年11月18日に行われた文部科学省
復興教育支援シンポジウム「盲学校理療科に
おける防災対策」の中で挙げられた被災地の
状況として、震災直後は物の落下や道路の陥
没、サイレンの音など、周囲の音や環境が普
段と全く異なり、視覚障害者にとって単独で
の避難は危険であったという報告があった。
放送設備や通信手段が使えない場面や教室外
での被災など、普段から様々な場面を想定し
た訓練を取り入れ、生徒が状況を判断し援助
依頼ができるようにすることが大切である。
２．臨床室における地震対応

臨床中を想定した避難訓練の実施や、臨床
室独自のマニュアルの作成、地震発生時の患
者対応の指導といった臨床室における地震対
応がなされている学校が少なかった。臨床室
独自の地震対応マニュアルを現在作成中であ
ると回答した学校６校のうち４校はＡ群であ
り、他２校も過去20年以内に震度５以上の

大地震を経験した学校であった。
Ａ群とＢ群で比較したところ、「臨床中を

想定した避難訓練の実施の有無」と「臨床室
独自のマニュアルの有無」の質問では、東日
本大震災の震度の違いによる有意差は認めら
れなかったが、「地震発生時の患者対応の指
導」、「治療中止の判断をする人の設定」、「患
者を誘導する人の設定」の質問の回答から、
臨床室における地震発生時の対応について、
Ａ群でより多く実施されていることが明らか
になった。

東日本大震災発生時は、多くの学校が終業
後であったため、臨床室の被害の報告はなか
ったが、実際に臨床中に発生していた場合、
多くの被害が想定される。今後想定される災
害を考慮すると、理療科の特性である臨床室
における患者も含めた対策の強化が課題とな
る。臨床室では生徒だけでなく、患者への対
応が求められる。加えて、治療者となる生
徒、教員ともに視覚障害者が多い理療科で
は、学校全体での訓練に加え、臨床時を想定
した理療科独自の訓練が必要である。どのよ
うな状況にも対応できるよう、臨床時を想定
した訓練では、施灸時や多数の置鍼時、低周
波鍼通電時、温熱機器使用時などを想定した
詳細な設定が重要となる。

視覚障害を持つ治療者が、患者の安全を確
保しスムーズに避難するためには、①歩行の
障害となる落下物をより少なくする、②カル
テ棚、拡大読書機、治療器具、ローラーのつ
いた温熱機器の耐震固定など、治療室におけ
る事前の対策が必要である。
３．その他の災害対策

備品については、「学校防災マニュアルの
手引き」3）に記載されている必要な備品や備
蓄のうち、地震発生時の安全確保に役立つ懐
中電灯やヘルメット、ホイッスルを備えてい
る学校が多かった。その他の記入例として
は、生活に役立つものに区分されている飲料
水や食料が多く挙げられていたが、災害時に
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は医薬品が手に入りにくいことから、盲学
校では、緑内障や糖尿病など持病の薬を確
保しておくことがより重要である。

校外にいる生徒に対する安否確認の手段
については、携帯電話の通話やメールによ
る確認を設定している学校が多くを占めて
いた。しかし、大規模地震の際は、通信機
器の被災や回線の混雑が予想される。実際
に、東日本大震災時には携帯電話や固定電
話が繋がりにくい状態であった。「学校防災
マニュアル作成の手引き」3）には、今後の大
規模地震対策として、電子メールやツイッ
ター、ホームページなど電話以外の通信手
段や、情報発信手段を準備することで、災
害時の情報収集・発信能力を高めることが
できると記載されている。盲学校でも大地
震に備えて、電話以外の手段を用意してお
くことが必要である。

学校防災マニュアルの必要性については、
マニュアルが必要であると回答した学校の
うち18校が理療科共通のマニュアルを必要
としていることがわかった。学校保健安全
法第29条6）では、「当該学校の実情に応じ
て、危険等発生時対処要領（マニュアル）
を作成するものとする」と記載されている。

理療科における大規模地震対策マニュア
ル作成に当たっては、①理療科の特性であ

る多様な視覚障害のある生徒や教員への配
慮、②高齢者の多い臨床室での実習を想定し
た配慮、③盲学校所在地の地域特性を考慮す
ることが重要である。

Ⅴ．結語
盲学校理療科主任を対象に行ったアンケー

ト調査の結果より、理療科における大規模地
震対策の現状として、以下のことが明らかに
なった。
１．東日本大震災前後で、A群も含めほとん

どの学校で避難訓練の回数や防災教育の時
間数に変化はみられなかった。

２．東日本大震災後、津波や原子力災害など
の地域特性に基づいた避難訓練を取り入れ
た学校がみられた。

３．「臨床中を想定した避難訓練を実施して
いない」、「臨床室独自のマニュアルがな
い」、「地震発生時の患者対応について指導
をしていない」と回答した学校が多くみら
れた。

４．臨床室における地震対応については、Ａ
群の方が地震発生時の患者対応の指導や治
療中止の判断をする人の設定、患者を誘導
する人の設定をしている学校が多いことが
わかった。
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